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研究要旨 

 

 

  

Ａ．研究目的 

 当院に設立された男性間性交渉者（MSM：men 

who have sex with men）コホートで実施してい

る MSM の PrEP 利用および STI 罹患の実態調査を

継続する。東京近郊だけでなく地方都市のクリニ

ックの PrEP 処方も増加しておりこれらと共同し

て実態把握に努める。また、STI の積極的予防介

入として、ドキシサイクリンによる曝露後予防内

服の細菌性 STI に対する高い予防効果が報告さ

れており、同コホート内で研究を実施しその効

果・安全性を評価する。 

Ｂ．研究方法 

初年度には、当院のMSMコホート研究であるSexua

l health（SH）外来を利用して、PrEP userの実

態をSTIの罹患率も含めて調査する。また、東京

近郊のPrEP userの実態把握に関して、SH外来で

の調査に加えて、PrEP提供クリニックと提携して、

東京近郊及び地方都市での実態把握に努めると

ともにPrEPのフォロー検査の提供施設のネット

ワークを構築する。 

（倫理面への配慮） 

 当研究は、国立国医際療研究センターの倫理委

員会承認済みであり、インフォームド・コンセン

トによる文書による同意を取得する。 

Ｃ．研究結果 

初年度に、SH 外来における MSM のコホート研

究 6年間のデータを解析し PrEPの現状を評価し、

SH外来における HIV罹患率が 2017年の 3.44/100

人年から着実な減少傾向を示し、2022 年には

0.18/100 人年まで低下したことを報告した。STI

の罹患率は、PrEP user（839 名）と非 PrEP user

（1027 名）でそれぞれ、65.8/100 人年、29.1/100

人年と PrEP user で高い一方、STI 罹患率の年次

推移に関しては、PrEP user で増加傾向は収束す

るのに対し、非 PrEP user では増加傾向が続き、

PrEP を開始していない高リスク者が存在するこ

とが示唆された。PrEP user では 4 回以上 STI を

繰り返す対象が全体の 10％を占め、全 STI 件数

の 43.7%を占める一方、非 PrEP user では、2 回

以上 STIを繰り返す対象が全体の 10.9％を占め、

全 STI 件数の 68.6％を占めた。本年度に、PrEP 

user の STI 罹患者 220 名を対象に、2024 年 12

月よりドキシサイクリン PrEP/PEP の RCT の特定

臨床研究を開始し、1 月 6 日時点で 30 名超をリ

クルートした。非 PrEP user の STI 罹患者 138

名に対して、PrEP を開始しない理由を調査した

所、リスクがない 46.4％、費用の問題 25%だった。

PrEP 提供クリニックにおける PrEP user の実態

調査に関して、東京における協力施設であるプラ

イベートヘルスクリニック（PHC）における PrEP

ジェネリック薬の処方者数は 4650 名に（2024 年

11 月時点）、2023 年 6 月に開業した大阪のいだて

んクリニックでは、1100 名超（2024 年 11 月時点）

に達している。それぞれのクリニックとも PrEP

処方対象者にヘテロセクシャル女性は 10%程度

が含まれていた。パーソナルヘルスクリニックに

おける PrEP user に対するアンケート調査

（N=680）では、最終学歴大学卒以上 76%（大学

卒 58％、大学院卒 18%）、年収 500 万以上が 69%

（500～1000 万円 50%、1000 万円以上 19%）と、

クリニック処方による PrEP user は高学歴、高収

入者が大半を占めていた。 

Ｄ. 考察 

大規模な MSMコホートにおいて東京近郊の MSM
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は PrEP の適応となるリスク集団であり、PrEP が

HIV 感染を強力に予防することを示した。加えて、

PrEP user における STI の罹患率は増加後、プラ

トーに達し、長期的には減少に転ずる可能性が示

唆され、PrEP とセットでの safer sex に関する

情報提供と性感染症検査体制構築の重要性が示

唆された。一方、非 PrEP user において STI の罹

患率がプラトーに達する傾向が認められず、一部

の高リスク者が依然 PrEP を実施していない状況

にある。高リスクにもかかわらず PrEP をしない

理由としては、HIV リスクの誤った認知（STI に

罹患しているにもかかわらず HIV リスクがない

と認識）や金銭的負担が挙げられた。PHC の調査

においても、高額所得者が PrEP user のほとんど

を占めており、高リスク者である低所得の若年層

が PrEP にアクセスできない可能性がある。これ

らの特定の高リスク者の PrEP へのアクセスを改

善する必要がある。地方との格差に関して、東

京・大阪などの首都圏での PrEP user 数の急激な

増加は、高収入者が多くを占めている可能性が高

く、可処分所得の低い地方での PrEP user 数が増

加しない現状とその要因の調査が必要である。

PrEP を開始していない高リスク者へアプローチ

するためには、本研究の②、③、④と連携した情

報提供が必要である。 

E．結論  

コホート研究で東京近郊のMSMにおけるPrEPの

HIV予防効果の高さを示し、STIへの影響を評価し

た。国内のPrEP実態調査では、PrEP userは本研

究のネットワーク内だけで6500名を超えており、

大都市圏では急増している。 

F． 健康危険情報 

 現時点で、該当事項はなし。 
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